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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　レーザから出力を受け取る入力部と、前記出力を、ビームウエストを有している細長い
レーザビームに集束させるビーム形成光学部品とを備えている光ヘッドであって、前記ビ
ームウエストが中心を有し、前記細長いレーザビームが、前記ビームウエストの前記中心
に対して相対的に±５ｍｍを超える拡張焦点深度を有し、該細長いレーザビームが、前記
拡張焦点深度全域に亘って、該拡張焦点深度の範囲内にその一部が配置されている材料に
罫書きするのに十分な出力密度を有している、光ヘッド、および、
　前記光ヘッドと連結され、該光ヘッドに前記出力を提供するレーザ、
を備えていることを特徴とするシステム。
【請求項２】
　前記レーザと前記光ヘッドとの間に配置されたビーム拡大器をさらに備え、該ビーム拡
大器が、前記レーザから前記出力を受け取って、該レーザからの出力を、ウエストおよび
中心を有している拡大されたレーザビームに拡大し、そして該拡大されたレーザビームを
前記光ヘッドに伝送するものであり、さらに、前記ビーム拡大器が固定された位置にあり
、かつ前記光ヘッドが前記ビーム拡大器に対して動くフライング光ヘッドであり、
　前記フライング光ヘッドが０．５ｍから６ｍの浮動距離を有し、さらに、前記ビーム拡
大器が、前記拡大されたレーザビームの前記ウエストの前記中心を前記浮動距離の略中心
に投影するように構成されていることを特徴とする、請求項１記載のシステム。
【請求項３】
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　前記拡張焦点深度が最大で±２０ｍｍであり、さらに、前記細長いレーザビームがビー
ム長およびビーム幅を有し、前記拡張焦点深度の範囲に亘る、前記ビーム幅の変動が±５
％未満でありかつ前記ビーム長の変動が±２％未満であることを特徴とする、請求項１記
載のシステム。
【請求項４】
　前記拡張焦点深度全域に亘る前記出力密度の変動が５％以下であることを特徴とする請
求項３記載のシステム。
【請求項５】
　平坦なガラスシートを製造するプロセスにおいて、
　ガラス製造装置でガラスを製造する工程、および、
　前記ガラスに罫書きしかつガラスシートに分割することにより、前記ガラスから平坦な
ガラスシートを分割する工程であって、前記ガラスが製造されるときに該ガラスに罫書き
するよう位置付けられた罫書き装置でレーザビームを生成することにより、罫書きを実行
する工程、
を含み、前記罫書き装置が、
　　レーザと、
　　該レーザからレーザビームを受け取るように位置付けられ、かつ該レーザビームを、
中心を備えたウエストを有している拡大されたレーザビームに拡大する、ビーム拡大器と
、
　　前記拡大されたレーザビームを受け取るように位置付けられ、中心を有する浮動距離
に亘り前記ビーム拡大器に対して可動である、フライング光ヘッドと、
を備え、
　　前記ビーム拡大器が、前記拡大されたレーザビームの前記ウエストの前記中心が前記
浮動距離の略前記中心となるように、前記拡大されたレーザビームを形成するものであり
、
　　前記フライング光ヘッドが、前記拡大されたレーザビームを、中心を備えたビームウ
エストを有している細長いレーザビームに変化させるように構成され、該細長いレーザビ
ームが、該細長いレーザビームの前記ウエストの前記中心に対して相対的に±５ｍｍを超
える拡張焦点深度を有し、該細長いレーザビームが、前記拡張焦点深度全域に亘って、前
記ガラスに罫書きするのに十分な出力密度を有しているものであり、
　さらに、前記ガラス製造装置および前記罫書き装置が、該ガラス製造装置によって製造
されるガラスの一部が前記拡張焦点深度の範囲内に配置されるように互いに対して配置さ
れていることを特徴とする、平坦ガラスシート製造プロセス。
【請求項６】
　前記罫書き装置が、前記レーザと前記光ヘッドとの間に配置されたビーム拡大器をさら
に備え、該ビーム拡大器が、前記レーザから前記出力を受け取って、該レーザからの出力
を、ウエストおよび中心を有している拡大されたレーザビームに拡大し、そして該拡大さ
れたレーザビームを前記光ヘッドに伝送するものであり、さらに、前記ビーム拡大器が固
定された位置にあり、かつ前記光ヘッドが前記ビーム拡大器に対して動くフライング光ヘ
ッドであり、
　前記フライング光ヘッドが０．５ｍから６ｍの浮動距離を有し、さらに、前記ビーム拡
大器が、前記拡大されたレーザビームの前記ウエストの前記中心を前記浮動距離の略中心
に投影するように構成されていることを特徴とする、請求項５記載のプロセス。
【請求項７】
　前記拡張焦点深度が最大で±２０ｍｍであり、さらに、前記細長いレーザビームがビー
ム長およびビーム幅を有し、前記拡張焦点深度の範囲に亘る、前記ビーム幅の変動が±５
％未満でありかつ前記ビーム長の変動が±２％未満であることを特徴とする、請求項５記
載のプロセス。
【請求項８】
　前記拡張焦点深度全域に亘る前記出力密度の変動が５％以下であることを特徴とする請
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求項７記載のプロセス。
【発明の詳細な説明】
【関連出願の説明】
【０００１】
　本出願は、その内容が引用されその全体が参照により本書に組み込まれる、２００８年
５月２７日に出願された米国仮特許出願第６１／１２８９４９号、および２００８年７月
３０日に出願された米国特許出願第１２／２２０９４８号の利益と優先権を主張するもの
である。
【技術分野】
【０００２】
　本書で説明する実施形態は、非平坦材料の罫書きに関し、より具体的には、大型の非平
坦ガラスのレーザ罫書きに関する。
【背景技術】
【０００３】
　これまでガラスシートの分割には、いくつかのさまざまな方法および技術が用いられて
きた。広く使われている方法として、ガラスシートを罫書きおよび／または分割するため
にレーザを使用するものが挙げられる。ガラスシートを横切るようにレーザビームを移動
させてガラスシートの表面上に温度勾配を生成し、レーザビームの後にいくらか間を空け
て続く冷却剤（ガスまたは液体など）でこの温度勾配を増大させる。具体的には、レーザ
でガラスシートを加熱しかつ冷却剤でガラスシートを冷却すると、ガラスシート内に応力
が生成される。この手法では、罫書き線がガラスシートに沿って生成される。この罫書き
線に沿ってガラスシートを分割することにより、ガラスシートを２つのより小さなシート
に分けることができる。
【０００４】
　特にフラットパネルディスプレイ（ＬＣＤなど）の製造で用いられるガラスシートにレ
ーザで罫書きするシステムおよび方法を発展させるため、これまでに相当な努力がなされ
てきた。ガラス用のレーザ罫書きプロセスでは、一般にガラスの加熱に波長約１０．６μ
ｍのＣＯ2レーザ放射が使用され、その後熱衝撃によって過渡引張応力を生成するため急
速冷却が使用されるが、このとき他のレーザを使用することもできる。一貫したレーザ罫
書きを実行するためには、レーザビームが特定の形状を有しかつこれをガラス表面上で集
束またはデフォーカスさせて、ガラスに一定のレーザ出力を最小限の変動で送出するべき
である。ガラス表面上でのビームのサイズ（長さおよび幅）、その形状および対応する出
力密度は、全罫書きプロセスの間、罫書き線に沿って実質的に一定であるべきである。前
述したことが意味するのは、従来ガラス表面とレーザ形成レンズとの間の距離は正確に保
持する必要があったということであり、あるいは、言い換えれば、ガラスの罫書きの目的
のために使用される典型的な光学部品に対して、ガラスシートを約１ｍｍほどの短い範囲
内で位置付ける必要があるということである。さらに、フライング光学部品を罫書きに利
用するとき（光学部品がガラスに対して動くとき）には、ガラス上のビームスポットサイ
ズは罫書きの全長に亘って実質的に不変であるべきである。
【０００５】
　これらの課題を解決するためのこれまでの試みは、ガラスシートを平坦にする工程を含
むものであり、例えばガラスシートを平坦な水平の台の上に置き（または台に載せて動か
し）、かつガラス上方のある一定の距離で光学部品（時々レーザを含む）を固定するまた
は移動させるものがあった。これはガラスの罫書きに１つの解決策を提供するが、他の課
題が存在する。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　例えば、ガラスシートは自然な形を有していて平坦ではない可能性があり、または、モ
ーションシステムおよび装置設計が、ガラスと光学部品との間で必要とされる距離を維持
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するための十分な確度を提供できない可能性があり、あるいは、特に装置構造が十分に剛
性または重量のあるものではない場合、システムが振動に影響され、ガラス上のビームス
ポットサイズが浮動距離に亘って著しく変化する可能性がある。これらの変化は全て、ガ
ラスサイズが大型の場合より深刻になる。さらに、罫書きプロセス中にビームスポットサ
イズを維持しようと試みて他に問題が生じるのは、例えば、延伸中ガラスシートが鉛直に
配置されて、曲がったり（例えば５～２０ｍｍ）、厚さが変化したり、または延伸プロセ
ス中にガラスが名目上の位置から光学部品に対して相対的にランダムに動いたりする可能
性があるときである。このことに対する１つの可能性のある解決策は制御に適応光学を用
いるものであり、これはガラスまでの距離を測定し、それに応じて光学部品をガラスに向
かってまたはガラスから離すように動かして必要な距離を維持する。しかしながら、この
手法は技術的に複雑であり高価でもある。
【０００７】
　すなわち、上述したような当技術における課題を解決する方法が必要である。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　レーザおよび光学系からなる非平坦材料用罫書きシステム、およびその使用方法の実施
形態を本書で説明する。
【０００９】
　本書では光学系の実施形態について説明するが、この実施形態は、さまざまな形状を有
するまたは厚さが変化し得る非平坦ガラスシートの罫書きに使用することができ、またガ
ラス表面とビーム形成レンズとの間の距離の著しい変化を許容できるものである。一実施
の形態において、本光学系が生成するレーザビームは、出力密度が略一定の細長い焦点深
度（すなわち、ビームウエストの中心に対して約±５ｍｍを超える）を有し、これにより
レーザ罫書きプロセスは、光学系に対するガラスシートの位置にはるかに敏感ではなくな
る。
【００１０】
　別の態様が具現化するビーム送出系はフライング光ヘッドを含み、このフライング光ヘ
ッドは、非平坦ガラスに罫書きする能力に加え、ガラス上のビームサイズおよびこれに対
応する出力密度を実質的に変化させることなく、拡張された浮動距離を達成することがで
きる。例えば、一態様においては、ビームのサイズ、形状、および対応するその出力密度
を実質的に変化させることなく、最大６ｍの拡張された浮動距離を得ることができる。
【００１１】
　種々の態様において、本書で説明される実施形態を使用することが可能であり、特に、
延伸中のレーザ罫書きプロセス；弓形または他の形状を有する非平坦ガラスの罫書き；光
学系からの距離が変化し得る、動いているガラスに適応光学を用いずに罫書きすること；
ビーム形成光学部品に対する実際のガラス表面の位置の感受性をより低下させたレーザ罫
書き；マシンフレーム、線形スライド、およびアクチュエータなどの位置合わせ公差およ
び確度要件を単純化してシステム全体のコスト削減にも貢献すること；鉛直に配置された
ガラスシートのレーザ罫書き；および、厚さが変化し得るガラスの罫書きのために使用す
ることができる。
【００１２】
　本発明のさらなる実施形態は、一部は詳細な説明および以下の任意の請求項の中で明記
され、そして一部は詳細な説明から導かれるであろうし、あるいは本発明を実施すること
により理解できるであろう。前述の一般的な説明および以下の詳細な説明は、単なる例示
かつ説明のためのものであり、開示および／または請求される本発明を制限するものでは
ないことを理解されたい。
【００１３】
　添付の図面は、本明細書に組み込まれその一部を構成するものであり、実施形態を図示
して、その説明とともに、開示される方法およびシステムの原理を説明する働きをする。
【図面の簡単な説明】
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【００１４】
【図１】ガラスの罫書きおよび分割プロセスを示す例示的な概略図
【図２】レーザ罫書きシステムを示す例示的な概略図
【図３】例示的な光学系を示す概略図
【図４】別の例示的な光学系を示す概略図
【図５】図３および４に記した光学系により生成し得る例示的な細長いレーザビームの長
さを示す概略図
【図６】図３および４に記した光学系により生成し得る例示的な細長いレーザビームの幅
を示す概略図
【図７】直径１４ｍｍのビームウエストを有しているレーザビームについて、ビーム拡大
器からの距離の関数としてレーザビームの直径を示す、計算によるグラフ
【図８】直径２０ｍｍのビームウエストを有しているレーザビームについて、ビーム拡大
器からの距離の関数としてレーザビームの直径を示す、計算によるグラフであり、浮動距
離が６ｍの場合でもビームサイズの変動は約３％未満であることを示しているグラフ
【図９】ビーム幅１ｍｍの例示的な細長いビームについて、ビームウエスト中心からのガ
ラス表面の変位の関数としてビーム幅の変動を示すグラフ
【図１０】ビーム幅１．５ｍｍの例示的な細長いビームについて、ビームウエスト中心か
らのガラス表面の変位の関数としてビーム幅の変動を示すグラフ
【図１１】ガラスとレンズｆ3wとの間の距離ｄ3Wの変化（例えば、ガラスの曲がりや、ガ
ラス厚の変化や、または例えば成形プロセス中にガラスがランダムに動くことなどによっ
てガラスの名目上のターゲット位置から光学部品に対して相対的にガラスが動くこと、に
起因するものなど）、および、ｄ3wが約１２００ｍｍに初期設定された図４に示したよう
な光学系の浮動距離ｄ2、の関数として、ガラス表面上のビームサイズ（幅）を示す計算
によるグラフ
【図１２】ガラスとレンズｆ3lとの間の距離ｄ3lの変化（例えば、ガラスの曲がりや、ガ
ラス厚の変化や、または例えば成形プロセス中にガラスがランダムに動くことなどによっ
てガラスの名目上のターゲット位置から光学部品に対して相対的にガラスが動くこと、に
起因するものなど）、および、ｄ3lが約１０００ｍｍに初期設定された図４に示したよう
な光学系の浮動距離ｄ2、の関数として、ガラス表面上のビームサイズ（長さ）を示す計
算によるグラフ
【図１３】ガラスとレンズｆ3Wとの間の距離ｄ3Wの変化（例えば、ガラスの曲がりや、ガ
ラス厚の変化や、または例えば成形プロセス中にガラスがランダムに動くことなどによっ
てガラスの名目上のターゲット位置から光学部品に対して相対的にガラスが動くこと、に
起因するものなど）、および、ｄ3Wが約８００ｍｍに初期設定された図３に示したような
光学系の浮動距離ｄ2、の関数として、ガラス表面上のビームサイズ（幅）を示すグラフ
【図１４】ガラスとレンズｆ3lとの間の距離ｄ3lの変化（例えば、ガラスの曲がりや、ガ
ラス厚の変化や、または例えば成形プロセス中にガラスがランダムに動くことなどによっ
てガラスの名目上のターゲット位置から光学部品に対して相対的にガラスが動くこと、に
起因するものなど）、および、ｄ3lが約１０００ｍｍに初期設定された図３に示したよう
な光学系の浮動距離ｄ2、の関数として、ガラス表面上のビームサイズ（長さ）を示すグ
ラフ
【図１５】例示的なガラス製造プロセスに組み込まれたレーザ罫書きシステムの実施形態
を示す概略図
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　以下の本発明の説明は、本発明の実現可能な教示として、現在知られているその最良の
実施形態で提供される。このため、関連技術の当業者は、本発明の有益な成果を依然とし
て得ながら、本書で説明する本発明の種々の実施形態に多くの変更を加えることができる
ことを認識および理解するであろう。本発明の望ましい利益の中には、本発明のいくつか
の特徴を選択することで他の特徴を用いることなく得ることができるものがあることもま
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た明らかになるであろう。したがって、本発明に対する多くの改変および改作が可能であ
り、特定の状況では望ましくさえあり、さらに本発明の一部であることを当業者は認識す
るであろう。
【００１６】
　本書において、文脈上明らかに他に指示している場合を除き、単数形は複数の指示対象
を含むものとする。すなわち、例えば、ガラスシートに言及したときには、文脈上明らか
に他に指示していなければ、２以上のこのガラスシートを有する実施形態を含む。
【００１７】
　範囲について本書では、「約」ある特定値から、および／または、「約」別の特定値ま
でと表現されることがある。このように範囲が表現されるときには、別の実施形態が、そ
のある特定値からおよび／または他方の特定値まで、を含む。同様に、値が「約」という
先行詞を用いて近似値で表現されるときには、その特定値は別の実施形態を形成すること
を理解されたい。各範囲の端点は、他方の端点との関連においても、そして他方の端点と
切り離しても重要であることをさらに理解されたい。
【００１８】
　本書では、「例示的」とは「一例」であることを意味し、理想的または好ましい実施形
態を伝えることを意図したものではない。
【００１９】
　ここで、レーザと、調整可能なビーム拡大器と、光ヘッドとを含む、レーザ罫書きシス
テムの実施形態について説明する。光ヘッドは、レーザおよびビーム拡大器からの出力を
受け取り、そしてこの出力を集束させて、ビームウエストおよびこのビームウエストに関
連する拡張された焦点深度を有しこの拡張焦点深度の範囲内に一部が位置している材料に
罫書きするのに十分な出力密度を備えた、細長いレーザビームを作り出すように構成され
る。一態様において罫書きされる材料はガラスであり、ガラスの罫書きは、通常の当業者
には既知であるように、レーザビームの移動と続いて施される局部冷却とにより生じる熱
衝撃で分子結合を破壊することによって不完全な（partial）亀裂を作り出すものである
。罫書きプロセスの後、機械的に分割を行ってもよいし、あるいは、例えばレーザ罫書き
プロセス後の分割を実行する違った構造の別のレーザビームなど、他の手段で材料を分割
してもよい。
【００２０】
　図１は、ガラス１０００への罫書きおよび分割に使用し得るプロセスの例示的な概略図
を示したものである。図１において、亀裂の開始１００２はさまざまな手法で実行するこ
とができ、例えば、レーザパルスによるものや、あるいは機械的には、スクライバ、罫書
きホイール、圧子などの機械的工具を用いることによる手法によって、ガラス１０００に
初期の割れ目（傷）を生成することができる。ガラス１０００の罫書きはガラスの表面上
に投影された細長いレーザビーム１００４によって行われ、この後に局部冷却１００６が
続く。レーザビーム１００４はガラス表面上の初期の割れ目（傷）１００２上を通過し、
こうして細長いレーザビーム１００４が移動する方向に、ガラス１０００を横切る途中ま
での溝（partial vent）を生成し伝搬させる。亀裂を伸展させる、すなわちガラス１００
０の本体を完全に分割するプロセスは第２のレーザビームを用いて行うことができるし、
あるいは、機械的分割を用いてガラス１０００を分割することもできる。ガラス１０００
に罫書きしこれを分割する際には、ガラス１０００を罫書き／分割デバイスに対して動か
してもよいし、または罫書き／分割デバイスをガラス１０００に対して動かしてもよいし
、あるいはガラス１０００と罫書き／分割デバイスの両方を動かしてもよい。
【００２１】
　本書の実施形態で説明されたように、例えば図１に示したようなレーザビーム１００４
が、ガラスなどの材料の表面上に向けられる。レーザビーム１００４は実質的に一定のサ
イズおよび形状であり、このサイズおよび形状は、静止しているレーザおよび静止してい
るビーム拡大器に対する光ヘッドの浮動距離に左右されず、また、ガラスとビーム形成レ
ンズとの間の相対距離に実質的に敏感ではない。本光学系の実施形態においては、ビーム
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拡大器の後に６ｍ以上までの（光ヘッドの）浮動距離を提供することによって、大型のガ
ラスのレーザ処理が可能となる。浮動距離の中心（言い換えれば、ビーム拡大器後の円形
ビームのビームウエスト位置）は、ビーム拡大器によって調整することができる。さらに
、本書で説明する光学系の実施形態は、この光学系に対するガラス表面位置の変動に本質
的に略鈍感なレーザビーム出力を生成し、ガラスの形状にかかわらず、そのガラス表面に
実質的に一定のビームエネルギーを送出するように構成されている。一態様において、こ
の光学設計はガラス表面上で長さと幅を有する実質的に一貫した細長いビームサイズを提
供し、このビーム幅の変動は、４ｍまでのフライング光ヘッドの浮動距離の範囲内で、ガ
ラスの曲がりや、ガラス厚の変化や、または例えば成形プロセス中にガラスが少なくとも
２０ｍｍまでの振幅でランダムに動くことなどによってガラスの名目上のターゲット位置
からフライング光ヘッドの光学部品に対して相対的にガラスが動くこととは関係なく、±
５％未満である。
【００２２】
　図２は、図１に示したような罫書きビーム１００４の生成に用いることができるレーザ
罫書きシステムの例示的な実施形態である。図２の実施形態に示されているように、この
例示的なシステムはビーム拡大器１０４を伴ったレーザ１０２と光ヘッドとを含む。この
例において、レーザ１０２およびビーム拡大器１０４は静止位置に固定され、光ヘッドは
、固定されたレーザ１０２またはビーム拡大器１０４に対して動く、フライング光ヘッド
１０６である。固定されたレーザ１０２またはビーム拡大器１０４と関連してフライング
光ヘッド１０６が移動できる距離は浮動距離１０８である。フライング光ヘッド１０６は
、ビーム形成光学部品１１０から成り、さらに回転ミラー１１２を含み得、このミラーに
よってビームを罫書く表面に向ける。このシステムは、鉛直配向または水平配向のガラス
シート１１４（または他の材料）を処理することができる。罫書きビームはビームウエス
トおよび拡張焦点深度１１６を有し、ビームウエスト付近の出力密度は、実質的に焦点深
度１１６のどの位置でも罫書きビームがガラス１１４を罫書きできるようなものである。
一態様においては、拡張焦点深度１１６によって、材料１１４の表面とフライング光ヘッ
ド１０６との間の距離が変動する非平坦材料（ガラスなど）の罫書きが可能になる。こう
いった変動は、例えば、材料の曲がり、厚さの変化、および／または材料の動きによって
生じる可能性がある。例えば、一態様においては、ガラスの罫書きに十分な出力密度を有
する拡張焦点深度を、ビームウエストの中心から±５ｍｍを超えるものとすることができ
る。他の態様においては、ガラスの罫書きに十分な出力密度を有する拡張焦点深度を、ビ
ームウエストの中心から±１０ｍｍを超えるもの、±２５ｍｍを超えるもの、±５０ｍｍ
を超えるもの、またはそれ以上とすることができる。焦点深度全域に亘る出力密度は、レ
ーザ罫書きシステムの光学系の他、用いられるレーザの種類に関連する。出力密度は罫書
きビームの断面積に反比例する。そのため、罫書きビームのビームウエスト中心からの距
離が増すにつれて出力密度は減少する。種類の異なるガラスを含め、違った材料の罫書き
には異なる出力密度が必要になることがある。
【００２３】
　１つの例示的な用途において、本光学系の実施形態は波長１０．６μｍで動作する二酸
化炭素（ＣＯ2）レーザの使用を想定したビーム伝搬分析から作られたものであるが、こ
こで開示される原理は、通常の当業者には周知のように、ＣＯおよびＮｄ：ＹＡＧレーザ
を含むさまざまな種類のレーザを用いるさまざまな用途に拡大させて適用することができ
る。一態様において、本光学系はガウシアンビーム伝搬の薄レンズによる近軸近似に基づ
いて分析することができ、ここから設計のトレードオフや制限を導くことができる。薄レ
ンズモデルで使用された光学パラメータはＺＥＭＡＸ（ZEMAX Development Corporation,
 Bellevue, Washington）などの光学設計ソフトウェアを用いてさらに正確なものにする
ことができ、これからレンズ処方を作ることができる。レンズセットを設計してさまざま
なビームサイズを作り出すことができ、これが異なる種類のガラスに対する異なる罫書き
速度での一貫したレーザ罫書きプロセスを可能にする。
【００２４】
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　図２のビーム送出系の静止部分は、レーザ１０２およびビーム拡大器１０４を含み、フ
ライング光ヘッド１０６に入る前に浮動距離１０８の全域に亘って実質的に一定のレーザ
ビーム特性を維持するものとするように設計されている。一般に、これは能動的補償また
は受動的光学設計によって成し遂げることができる。
【００２５】
　一実施の形態においては、能動的補償を用いて、実質的に一定のレーザビーム特性を浮
動距離全域に亘って維持することができる。「トロンボーン方式」のスライド式光学とし
ても知られる能動的補償では、フライング光ヘッド１０６の動きに同期する光遅延線をレ
ーザ１０２とフライング光ヘッド１０６との間に取り込むことによって、レーザ１０２か
らフライング光ヘッド１０６への光路は動的に一定に維持される。トロンボーン式スライ
ドの移動範囲は浮動距離と同じ長さである。あるいは、フライング光学部品の動きを追う
ようにビーム拡大器１０４を能動的に制御することができ、この場合には動く範囲は大幅
に小さい必要がある。さらに別の態様においては、レーザビームのサイズが変化すること
があっても、罫書きされる材料上において一定の出力密度を保つよう、フライング光学部
品が移動するときにレーザ出力を調整してもよい。これらのいずれの手法も、浮動距離を
延長させるために、以下に説明する受動的光学設計とともに用いてもよい。
【００２６】
　別の手法は、フライング光ヘッド１０６の動きに本質的に鈍感な受動的光学設計を含む
ものである。浮動距離に亘って均一なビームサイズを得るために、レーザビームは、レー
ザ１０２から、ビーム拡大器１０４、フライング光ヘッド１０６へと投影される。一態様
において、ビーム拡大器１０４からフライング光ヘッド１０６へと投影されるレーザビー
ム１１８はガウシアンビームであり、またレーザビームのビームウエストの中心はフライ
ング光ヘッド１０６の浮動距離１０８の略中心に位置付けられる。ガウシアンビームまた
はＤモードビームのビームウエストの範囲は、ビーム軸沿い（浮動距離沿い）でスポット
サイズが最小値となる位置である。浮動距離が、通常の当業者には既知のレイリー距離よ
り大幅に小さい場合には、ビームのスポットサイズは浮動距離に亘って相対的に不変であ
る。したがって、レーザビームを十分大きいサイズに拡大させること、およびビームウエ
ストの中心を浮動距離の略中心に位置付けることによって、原理上は任意の浮動距離に適
応することができる。ビームサイズが大きいと視準距離は改善されるが、同時にビーム送
出成分がより大きくなり、ビーム形成光学部品に影響する。そのため、設計考察には浮動
距離に実際にふさわしいビームサイズを選択することが含まれる。さらに、より長い浮動
距離が望ましい場合には、レーザ出力の能動的調整を受動的光学系とともに用いてもよい
。
【００２７】
　図２に示すように、フライング光ヘッド１０６は１以上のレンズ１１０を収容すること
ができ、このレンズ１１０が、フライング光ヘッド１０６が受け取ったレーザビーム１１
８の形状を変化させる。フライング光ヘッド１０６内のビーム形成光学部品１１０は、概
して円形のレーザビームを、罫書きされる材料の表面上で細長い例えば楕円形のビームに
変換し、このときこの細長いレーザビームのサイズおよび形状は、浮動距離に拘らず、ま
た例えばガラスの曲がりや、ガラス厚の変化や、または例えば成形プロセス中にガラスが
ランダムに動くことなどによってガラスの名目上のターゲット位置から光学部品に対して
相対的にガラスが動くことに起因する、ビーム形成光学部品１１０とガラスとの間の距離
に拘らず、実質的に一定に保たれる。
【００２８】
　図３および４は例示的な光学系であり、さらに図５および６は、図３および４に示した
光学系によって生成することができる例示的な細長いレーザビームを示した図である。こ
れらの例示的な実施形態において、ビーム形成光学部品１１０はフライング光ヘッド１０
６内部で２つの円筒レンズを含むが、他の実施形態においては、より多いまたはより少な
いレンズを用いることもできる。この例において各レンズは、結果として得られる細長い
ビームの１つの主軸（すなわち、長さ、幅）のみのサイズに関与する。あるいは、レンズ
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向に同時にビームを形成し、よりコンパクトな光ヘッドを提供することができる。一方、
２つのレンズまたは複数のレンズの設計では柔軟性を向上させることができ、すなわちビ
ームの長さと幅を単独で制御することができる。光学系における光学部品の選択は、特定
の用途の条件や要求に依存する。レーザ罫書きプロセスにとって好ましい楕円形ビームの
主軸は、典型的には、ビーム長が約６０から約３００ｍｍの範囲で変化し、ビーム幅が約
１から約３．０ｍｍの範囲で変化するものとすることができるが、他のビーム長およびビ
ーム幅も本書において説明される実施形態の範囲内と意図されている。ビーム長は一般に
、本書において説明されるレーザシステムの実施形態がガラスなどの材料に罫書き可能な
罫書き速度に関連する。典型的には、ビーム長が短ければ短いほど、罫書き速度は遅くな
る。逆に、ビーム長が長いと、罫書き速度は速くなる。ビーム幅は一般に、罫書きの真直
度に関連し、ビーム幅が広くなると真直ぐな罫書き線を得ることがより困難になる。
【００２９】
　図３は光学系の例である（レンズｆ1およびｆ2から成るビーム拡大器１０４と、レンズ
ｆ3lおよびｆ3Wから成るフライング光ヘッド１０６内のビーム形成光学部品１１０）。一
態様において、図３の光学系は、図５および６に示したような長さおよび幅を有する細長
いレーザビームを生成することができる。図３において、レンズｆ1およびｆ2はレーザか
らレーザビーム２００を受け取るビーム拡大器１０４に相当するビーム拡大レンズ；ｆ3l

およびｆ3Wは、図５および６に示したような得られるビームの長さ（ｌ）および幅（ｗ）
に関与する、フライング光ヘッド１０６内のビーム形成光学部品１１０に相当するビーム
形成円筒レンズ；ｄ0はレーザから出てきたビームのウエスト中心からビーム拡大器のレ
ンズｆ1までの距離；ｄ1はレンズｆ1およびｆ2の間の調整可能な距離；ｄ2は浮動距離１
０８に相当する浮動距離；そしてｄ3lおよびｄ3Wはレンズｆ3lおよびｆ3Wからガラス２０
８までの実効距離である。レンズｆ1およびｆ2の相対位置を調整することにより、ビーム
拡大器１０４とフライング光ヘッド１０６との間の浮動距離ｄ2沿いでビームウエストの
中心の位置を制御することができる。図４は光学系の別の例であり、ここではレンズｆ3w

とｆ3lの相対位置が変化して、得られるビームの幅が違ったものになる。図５および６に
示すように、得られる細長いレーザビームの長さ（ｌ）は実質的にレンズｆ3lによって決
定され、幅（ｗ）は実質的にレンズｆ3wによって決定される。図３および４は、物理的な
光ビーム伝搬の検討のため、屈折していないビーム経路を用いた光学的概略図であること
に留意されたい。つまり、これらの図はガラス２０８に対する浮動距離の実際の向きを示
していない。
【００３０】
　下に示す表１は、一例として、ターゲットのビームサイズに対する光学設計パラメータ
を提供するものである。表１において、ｆ3lおよびｆ3wの列はそれぞれのレンズの焦点距
離を与える。さらに、ｄ3lおよびｄ3wの列は、レンズｆ3lおよびｆ3wと、ガラスの初期位
置すなわちガラスの名目上のターゲット位置との間の距離を示す。レーザ罫書きシステム
の動作中、距離ｄ3lおよびｄ3wは変化する可能性がある。ビームサイズ、および長さ対幅
比率の個々の選択はプロセス要件によって決定され、プロセス要件としては、これらに限
定されるものではないが、例えば罫書き速度、切断エッジの真直度、ガラスの曲がりの振
幅、ガラス厚の変化、または例えば成形プロセス中にガラスがランダムに動くことなどに
よってガラスの名目上のターゲット位置からフライング光ヘッドのビーム形成光学部品に
対して相対的にガラスが動くこと、浮動距離（またはガラスサイズ）、許容できる残留応
力レベル、利用可能なレーザ出力、レーザモードの品質および種類が挙げられる。
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【表１】

【実施例】
【００３１】
　本発明の原理をさらに示すため、本書で請求されるシステムおよび方法がどのように作
製および評価され得るかについて通常の当業者に完全に開示および説明するための、以下
の説明を明記する。この説明は純粋に本発明の例示となるよう意図されたものであり、発
明者らが発明と見なしている範囲を限定することを意図したものではない。数値（例えば
、量、温度など）については確度を確保するよう努めたが、いくらかの誤差および偏差が
存在している可能性がある。
【００３２】
　上記のように、ビーム送出系の静止部分は、一実施の形態においてレーザおよびビーム
拡大器を含み、浮動距離の全域に亘って実質的に一定のレーザビーム特性を維持する。一
態様において、本光学系は、ＴＥＭ００モードとして知られる標準的なガウシアンレーザ
モードとして、さらにいわゆるＤモードとして作製することができる。Ｄモードは、ＴＥ
Ｍ０１*（または「ドーナツ」）モードとＴＥＭ００モード（または「Ｓモード」）を６
０／４０で混合したものである。ビーム品質の特徴付けにはＭ2係数を用いることができ
、またビームサイズは、ＩＳＯ１１１４６標準に従ってレーザビームの境界をビーム強度
がそのピーク値の１／ｅ2に降下した位置と定義する、１／ｅ2定義を用いて決定すること
ができる。完全なＤモードのビーム品質係数はＭ2＝１．６７であるが、異なる出力レベ
ルのさまざまなレーザに対する実際のＭ2は２．３と２．４の間のいずれかの値である。
そのため、平均Ｍ2値が１．７から２．５０のものをシステム設計において用いてもよい
。一般に、現実のレーザビームは、係数１／Ｍで縮小されたウエストサイズを有するガウ
シアンビームでシミュレートすることができる。一例において、モデリング目的の典型的
なビームウエストの直径は約１２．７ｍｍであり、そのウエストがレーザ出力結合器から
０．２ｍに位置しているものであった。
【００３３】
　ビーム拡大器はレーザビームのサイズを増加させ、そしてウエストの中心を望ましい位
置に投影する。拡大比率は、所望のレーザパラメータや浮動距離を考慮して決定される。
光学系によって生じる任意の収差はビーム品質を低下させてビームをより発散した状態に
する可能性があるため、ビーム拡大器の収差は最小限に保つことが望ましい。シミュレー
ションでは、高Ｆ値の球面ＺｎＳｅレンズで構成されたビーム拡大器が極わずかな収差を
有することを示しているが、他のレンズも本発明の範囲内で意図されている。最小限の乱
視を有している軸外し球面ミラーに基づくビーム拡大器も市販されている。そのため、屈
折型と反射型のビーム拡大器の両方が、極わずかな収差を有し得る有望な選択肢である。
ビーム拡大器は、ビームの拡大量が固定されているものでもよいし、あるいはビームの拡
大量を調整可能にできるものでもよい。
【００３４】
　多くの事例において、ＣＯ2レーザビームなどのレーザビームの伝搬はガウシアンビー
ムの伝搬と類似している。ビームウエストサイズがωR0、品質係数がＭ2である場合、ビ
ームサイズωR（ｚ）は以下の関係を導く。
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【数１】

【００３５】
　ここで、２ｚ0はレイリー距離、ｚ0はビームウエストに一致するように定義されたｚ軸
の原点、ｚはビーム軸に沿ったビームウエストからの距離、そしてλは波長である。複数
素子の光学系を通過するレーザビームの伝搬は、通常の当業者には既知のＡＢＣＤ行列法
を用いてシミュレートされる。シミュレートされた結果をＺＥＭＡＸの物理的な光伝搬シ
ミュレーションと比較すると、非常に優れた一致を示した。図７は、ビーム拡大器から出
たビームのビームウエストが約１４ｍｍの場合に、約６ｍの浮動距離に亘るビーム幅の変
動が約６％から１３％となり得ることを示している。図８は、ビーム拡大器によってビー
ムウエストが約２０ｍｍに増加された場合、浮動距離が略６ｍのときでさえビーム幅の変
動が約３％未満に減少していることを示している。ビーム拡大器から出るビームの直径を
さらに増加させると、より長い浮動距離に亘ってビームの直径の変動がさらに減少する。
一態様においては、２倍のビーム比を選択してレーザビームサイズを浮動距離内で２倍に
することができるが、他の倍率のビーム拡大器を用いることもできる。
【００３６】
　ビーム拡大器に加え、一実施の形態においてビーム送出系は、拡大されたビームをフラ
イング光ヘッドに向けるための、いくつかの経路指定ミラーおよび／またはビームスイッ
チを含むことができる。固定された光路にはビーム管を用いることもでき、また浮動経路
をフレキシブルベローズ内に包含してもよい。一般に、ビーム管が用いられる場合、ビー
ム管の内径は拡大されたビームの直径の少なくとも２倍とすべきである。ビーム管の使用
は、回転ミラー（ビームベンダ）のミラーサイズの選択にも影響する。
【００３７】
　一実施の形態において円筒レンズのセットである、ビーム形成光学部品ｆ3wおよびｆ3l

は、例えば図３および４に示されているような直径約２５ｍｍのサイズの円形ビームを、
長さが約６０～２００ｍｍで幅が約１～１．５ｍｍの楕円形ビームに変換する。他の事例
においては、円形ビームを、ビーム長が約６０から３００ｍｍでビーム幅が約１．０から
３．０ｍｍの細長いビームに変換することができる。
【００３８】
　図３においては、例えば、直径約１３ｍｍのビームウエスト２０２を有するレーザビー
ム２００が、この事例ではレンズｆ1およびｆ2から成るビーム拡大器に入り、ここでレー
ザビーム２００は直径約２５ｍｍのビームウエスト２０４を有するレーザビームに拡大さ
れる。拡大されたレーザビームのビームウエスト２０４の中心が浮動距離ｄ2の略中心で
あり、さらに浮動距離ｄ2は拡大されたレーザビームのレイリー距離よりも短いため、拡
大されたレーザビームの直径は、光ヘッドの浮動距離ｄ2の全域に亘って実質的に一定で
ある。拡大されたレーザビームはその後フライング光ヘッドに入り、そこでこの例ではレ
ンズｆ3lおよびｆ3wから成るビーム形成光学部品が、ガラス２０８上に細長いビーム２０
６を形成する。この事例においては、ｆ3lを用いてガラス２０８上で細長いビーム２０６
の長さを形成し、ｆ3wを用いてガラス２０８上で細長いビーム２０６の幅を形成する。図
３の実施形態に示すように、レンズｆ3lからガラス２０８の表面までの名目上の距離ｄ3l

は、レンズｆ3wからガラス２０８の表面までの名目上の距離ｄ3wよりも長い。図３に示す
ように、ビーム形成光学部品をこのように例示的に配置すると、ガラス２０８上に約２０
０×１．０ｍｍ2の細長いビーム２０６が生成される。同様に、図４の例示的なビーム形
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成光学部品では、ガラス２０８上に約２００×１．５ｍｍ2の細長いビーム２１０が生成
される。図４で示されている実施形態では、レンズｆ3lからガラス２０８の表面までの名
目上の距離ｄ3lは、レンズｆ3wからガラス２０８の表面までの名目上の距離ｄ3wよりも短
い。図３および４に示したビーム形成光学部品は本来例示的なものであり、他の設計によ
れば、異なるビームサイズ、レンズ配置、浮動距離、そしてガラス上で得られるビーム形
状となり得ることを理解されたい。
【００３９】
　フライング光ヘッドに入るレーザビームが高度にコリメートされている場合には、主な
可変要素は局部ガラス表面とレンズｆ3lおよびｆ3wとの間のそれぞれの距離ｄ3lおよびｄ

3wの変化から生まれ、この距離の変化は、例えば、ガラスの曲がりや、ガラス厚の変化や
、または例えば成形プロセス中にガラスがランダムに動くことなどによってガラスの名目
上のターゲット位置から光学部品に対して相対的にガラスが動くこと、などに起因する。
距離ｄ3lおよびｄ3wの変化は、ガラス上の実際のビーム長およびビーム幅に影響を与える
。この影響は、ガウシアンビーム伝搬に基づいて見積もることができる。
【００４０】
　一実施の形態において、細長いビームはコリメートされたビームを負の円筒レンズまた
はミラーを用いて広げることによって生成される。図５に示すように、例えば、ガラスの
曲がりや、ガラス厚の変化や、または例えば成形プロセス中にガラスがランダムに動くこ
となどによってガラスの名目上のターゲット位置から光学部品に対して相対的にガラスが
動くことなどに起因する、レンズｆ3lに対するガラス２０８の位置の変化Δの結果から、
発散角θが、ビーム長の変化の範囲を決定する。図５の図を用いた例では、ガラス位置の
変化Δ±２５ｍｍに対して、その変動が±２．５％未満の２００ｍｍのビーム長（ｌ）を
生成するためには、扇形に広がる角度を６°未満とし、かつレンズとガラスとが離れる距
離を少なくとも１ｍとするべきであることが、三角法から示される。ビーム長の変動は、
ビームをコリメートすることによって減少または排除することができる。ビーム長が短く
なると、その変動は比例的に減少する。
【００４１】
　一実施の形態において、第２の円筒レンズｆ3wはビームのもう一方の軸を約１．０から
約３．０ｍｍ幅に集束させる。図６は、レンズｆ3wに対するガラス２０８の位置の変化Δ
がどのようにビーム幅に影響するかを示したものである。浮動経路と同様、ガラス位置の
変化Δに対するビーム幅の感受性を低下させるように、ガラスはレイリー領域の略中心に
置くことが好ましい。レイリー領域は、ビームウエストによって決定され、レンズｆ3wに
対するガラス２０８の位置の変化Δの最大値よりもはるかに大きい。
【００４２】
　図９および１０は、一例として、例示的なビーム幅１ｍｍおよび１．５ｍｍに対し、ビ
ームウエスト中心からのガラス表面の変位の関数として、ビーム幅の変動を示したもので
ある。図９および１０から、ビーム幅が１から１．５ｍｍに増加するとビーム幅の変動が
減少することが分かる。レーザビーム品質係数Ｍ2もまた、両方の事例に影響を与える。
ビーム品質が向上するとビーム幅の変動が小さくなり、したがってガラスの形状に対する
システムの感受性を低下させることができる。より具体的には、図９は、ターゲットビー
ム幅が１ｍｍの場合にはビームウエスト中心からのガラス位置の変位により３０％を超え
るビーム幅変動が生じ得ることを示し、一方図１０は、ターゲット幅が１．５ｍｍの場合
にはその変動が７％に減少することを示している。レーザビーム品質係数Ｍ2もまた、両
方の事例に影響を与える。
【００４３】
　一例において、図３および４に示す光学系について、近軸ガウシアンビームの伝搬によ
るシミュレートおよび評価を行った。システム評価のためのメリット関数は、ビームサイ
ズとそのターゲットとの近似度、浮動距離に亘っての最小ビーム面積の変動、そして、例
えばガラスが曲がることによって、またはガラス厚が変化することによって、あるいは例
えば成形プロセス中にガラスがランダムに動くことなどによりガラスの名目上のターゲッ
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3lおよびｆ3wからガラス表面までの距離ｄ3lおよびｄ3wが変化する間の、最小ビーム面積
の変動、に基づくものであった。ターゲットビームサイズはビーム形成レンズｆ3wおよび
ｆ3lの焦点距離を決定し、一方ｄ3lおよびｄ3wは最良のビームサイズと整合するように選
ばれる。ターゲットとされるビームサイズに対する結果については上の表１に要約されて
いるが、ビーム幅はｆ3wのみによって決定され、そしてビーム長はｆ3lのみによって決定
されるため、表１には表示したように、少なくとも４つのビームサイズの組合せに関する
設計が含まれている。
【００４４】
　図１１から１４は、浮動距離ｄ2に応じた、レンズｆ3wとガラスとの間の距離ｄ3wの関
数としての、またレンズｆ3lとガラスとの間の距離ｄ3lの関数としての、ガラス表面上の
ビームサイズ（幅および長さ）を示したものであり、ここで距離ｄ3wおよびｄ3lは、例え
ばガラスの曲がり（または、ガラス厚の変化、または例えば成形プロセス中にガラスがラ
ンダムに動くことなどによってガラスの名目上のターゲット位置から光学部品に対して相
対的にガラスが動くこと）によって変化する。図示のように、１．５ｍｍ未満のビーム幅
では、ガラス位置の変化がビームサイズ変動の最も大きい要因となる。
【００４５】
　ビーム幅が約１．４ｍｍの場合には、図１１および１２に図示されている結果から、ｄ

3wが約１２００ｍｍに初期設定されかつｄ3lが約１０００ｍｍに初期設定された図４に示
したような光学系では、距離（ｄ3wまたはｄ3lのいずれか）の変化±２０ｍｍに対して、
ビームサイズ幅の変動は±５％以内、ビームサイズ長の変動は±２％未満であることが分
かる。
【００４６】
　約０．９５ｍｍから約１．０ｍｍ幅の細いビームであっても、図１３および１４から、
ｄ3Wが約８００ｍｍに初期設定されかつｄ3lが約１０００ｍｍに初期設定された図３に示
したような光学系では、距離（ｄ3wまたはｄ3lのいずれか）の変化±１０ｍｍ以内に対し
て、ビームサイズ幅の変動は±５％を超えず、ビームサイズ長の変動は±２％を超えない
ことが分かる。
【００４７】
　下に示す表２は、例示的な実施形態でのビーム幅およびビーム長に対応するターゲット
用に開発された、実際のレンズ仕様を要約したものである。表２は、例示的な実施形態に
対し、実際の平凸（ＰＯ／ＣＸ）／平凹（ＰＯ／ＣＣ）円筒レンズ処方（レンズ材料Ｚｎ
Ｓｅ、反射防止コーティング１０．６μｍ）を提供する。これらのレンズ処方は、他のレ
ンズ材料で使用することもできるし、また反射防止コーティングを有していても有してい
なくてもよい。平凸および平凹レンズ設計の曲率半径は、好適な有効焦点距離に基づいて
計算されたものである。この特定の光学系において、負の円筒レンズｆ3lの初期実装位置
は、ターゲットのガラス位置から１０００ｍｍの距離ｄ3lに設定される。レンズｆ3wの初
期実装位置は、焦点距離に応じて距離ｄ3wがレンズｆ3wの焦点距離と略同じになるように
設定され、これが、浮動位置がビーム幅に与える影響を最小限に抑える助けとなる。
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【表２】

【００４８】
例示的用途
　レーザ罫書きシステムの実施形態は、図１５の断面図に概略的に示しているような、例
えば、ダウンドローガラス製造プロセスやダウンドローフュージョンガラス製造プロセス
などのガラス製造プロセスに組み込むことができる。図１５は、鉛直に配向されたガラス
とともに利用し得るレーザ罫書きシステムの実施形態を示している。当然のことながら、
本書で開示されるレーザ罫書きシステムは、水平に、またはそれ以外の方向に配向された
ガラスに用いることもできる。図１５に示すように、溶融ガラス７０２がアイソパイプ７
０４から溢れ出し、通常の当業者に既知のようにアイソパイプ７０４の下方で融合する。
このとき熱いガラスが形成されて２以上のローラ７１０の支援により下方に移動し、連続
的に図１５の頁の下方（すなわち、図１５に示す座標系の「ｙ方向」）へと動く。図１５
に示したレーザ罫書きシステムの実施形態は、ガラスが処理されているときにガラスに罫
書きする罫書き装置７１２から成る。一態様において、罫書き装置７１２は、実質的に上
述したように、レーザと、ビーム拡大器と、フライング光ヘッドとを含むものとすること
ができる。ビーム拡大器はレーザからレーザビームを受け取り、このレーザビームを拡大
して、レーザおよびビーム拡大器に対して動くフライング光ヘッドが横移動する浮動距離
の略中心にそのビームウエストが位置するようなレーザビームとする。図１５に示すよう
に、フライング光ヘッドは±ｘ方向（すなわち、図１５の面への方向およびこの面から離
れる方向）に可動である。熱いガラスのガラス位置の変化Δ（ガラスの曲がりや、ガラス
厚の変化や、または例えば成形プロセス中にガラスがランダムに動くことなどによってガ
ラスの名目上のターゲット位置からフライング光ヘッドの光学部品に対して相対的にガラ
スが動くことなどによる）は±ｚ方向であり、一方ガラスは概して製造プロセス中にｙ方
向に動く。フライング光ヘッドは、拡大されたレーザビームをビーム拡大器から受け取り
、この拡大されたレーザビームを細長いレーザビーム７１４に集束させるように構成され
る。一態様において、細長いレーザビーム７１４は、ビームウエストを有し、さらにこの
ビームウエストの中心から±５ｍｍを超える拡張焦点深度を有する。細長いレーザビーム
７１４は、その少なくとも一部が拡張焦点深度の範囲内にあるように配置されたガラスに
罫書きするのに十分な出力密度を、拡張焦点深度全域において有している。罫書き後にガ
ラスに熱的衝撃を与える装置は図１５に図示されていない。ガラスが罫書きされると、ガ
ラスを分割し、および／または製造プロセスから移動する。例えば、ガラス搬送システム
またはロボットを用いて、ガラスの分割および製造エリアからの移動を完了させることが
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できる。
【００４９】
　結論として、本書において説明したレーザ罫書きシステムは、能動的補償なしで、光ヘ
ッド位置の浮動距離に沿った変化、および光ヘッドとガラスとの間の距離に鈍感な、略一
定サイズおよびそれに対応した略一定出力密度のレーザビームを、材料に送出することを
可能とする。浮動位置の変化に誘発されるビームサイズの変動を最小限に抑え、４ｍまで
の浮動距離に亘り１％未満にすることができる。同時に、ガラス表面と光ヘッドとの間の
距離の変化によるビームサイズの変動を最小限に抑え、この距離が±５ｍｍを超えて変化
したとしても実質的に一貫したレーザ罫書きプロセスを可能とすることができる。
【００５０】
　このシステムについて好適な実施形態および具体例に関連付けて説明してきたが、その
範囲を明記した特定の実施形態に限定することを意図しているものではなく、同様に、本
書の実施形態は全ての参照において、限定するよりもむしろ説明することを意図している
。
【００５１】
　本範囲および精神から逸脱することなく、さまざまな改変および変形が作製可能である
ことは当業者には明らかであろう。他の実施形態は、本明細書を考慮し、本書で開示され
た原理を実施することによって当業者には明らかになるであろう。真の範囲および精神は
以下の請求項によって指示されるものであり、本明細書および例は単なる例であると意図
されている。
【符号の説明】
【００５２】
　　１０２　　レーザ
　　１０４　　ビーム拡大器
　　１０６　　フライング光ヘッド
　　１０８　　浮動距離
　　１１０　　ビーム形成光学部品
　　１１２　　回転ミラー
　　１１４、２０８　　ガラス
　　１１６　　拡張焦点深度
　　１１８、２００　　レーザビーム
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